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［要約］

高度情報通信社会では、ネットワークにより各種の取引や行政手続きが行われるように

なるなど、情報通信の重要性が一層高まることから、障害者・高齢者をはじめ、誰もが情

報通信の利便を享受できるような環境を整備していくことが重要である。そのためには、

障害者・高齢者の情報通信の利用動向やニーズ、利用のネックとなっている点を把握した

上で、必要な関係施策を講じていくことが必要である。

本調査研究で実施した障害者・高齢者における情報通信の利用に関するアンケート調査

の結果、次のようなことが明らかになった。

○ 障害者は障害者団体・自治体・新聞・知人等から、高齢者は新聞・テレビ・自治体

等から情報を入手しているが、福祉や行政サービスに関する情報等の不足感が強い。

特に、障害者は、情報入手方法が限られており情報量が少ないと強く感じている。

○ 基本的な通信手段である固定電話（加入電話）は、留守番電話、コードレス、音量

調節、ワンタッチダイヤルなどの付加機能を活用して、幅広く利用されているが、視

覚障害者、高齢者は多機能化に伴う操作の複雑化が煩わしいと感じる一方、聴覚障害

者、音声・言語障害者は障害補完のための付加機能が不十分と感じている。その他の

通信機器についても、多機能化による操作の複雑化、小型化による見にくさ・操作の

しにくさに対する不満が強く、また、全体的に料金面での不満度が大きい。

○ ほとんどの障害者は解説放送・字幕放送・手話放送を知っているが、高齢者の認知

は半分強に留まっている。また、無料の電話番号案内サービスは対象である視覚障害

者にはよく知られているが、肢体不自由者の認知度は低い。

○ パソコンやワープロを利用している人は、障害者の４割弱、高齢者の１割強である

が、パソコン通信・インターネットの利用率は、障害者の１割、高齢者の１％に留ま

っている。利用している人は、情報入手手段や他人との交流手段として活用している

が、操作が複雑なことや料金面での不満が大きい。

このような調査結果を踏まえ、分かりやすく使いやすい機器・サービスの開発・提供、

有用な機器・サービスの認知度の向上、競争の進展による料金の一層の低廉化の推進、セ

キュリティ意識の向上を含めた情報リテラシーの涵養とそのための人的サポート体制の確

立といった諸施策を講じるとともに、ネットワークの利用が困難な人などのために代替手
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１．調査研究の目的と概要

１．１ 調査研究の目的

平成１０年版の厚生白書によると、現在、我が国

の１８歳以上の障害者については、視覚障害者が約

３５万人、聴覚・言語障害者が約３５万人、肢体不自

由者が約１５５万人、難病者（特定疾患治療者）が

約３２万人、知的障害者が約３０万人、精神障害者が

約１５７万人いると言われている。

また、６５歳以上の高齢者については、現在、約

１，８２６万人であるが、２０１８年頃から３，３００万人前後

で推移することが予測されている。老年人口の比

率も、現在１４．５％であるが、２０２５年には２７．４％、

２０５０年には３２．３％に達すると見込まれている。

２０２５年には国民の４人に１人、２０５０年には国民の

３人に１人が６５歳以上となる高齢化社会を迎える

訳である。

障害者・高齢者は、健常者・青壮年者と比較し

た場合、様々な面で不利な状況に置かれている。

「障害」は単に身体機能や知的能力だけの問題で

はなく、

A まず身体機能や知的能力についての「機能

障害」があり、

B それによる健常者と比較した場合の「能力

低下」がある故に、

C 「社会的不利」な状況に置かれる

ことになるものである。［WHO（世界保健機関）

提唱による「障害」の定義］

なお、「障害」について何らかの検討を行う際に

は、障害の種類・部位・程度によって個人差が大

きいことに留意する必要があることは言うまでも

ない。また、高齢者も加齢による身体機能等の能

力低下があることから、ある程度障害者に準じて

考えることが可能と思われるが、元気な高齢者も

多いことに留意する必要がある。

情報通信は、コミュニケーションの手段、情報

入手・発信の手段であり、これは、生活、就労、

学習、娯楽、緊急時対応といった様々な活動の重

要な基盤をなすものでもある。自己実現の重要な

手段であると言ってもよい。

障害者・高齢者にとって、情報化の進展は、情

報通信機器や情報通信サービスをうまく活用でき

れば、今までハンディキャップの故に狭い範囲に

限られていたコミュニケーションを拡大したり、

必要な情報の入手や連絡を容易に行うことが可能

になり、障害者・高齢者の生活の質（QOL：

Quality Of Life）の向上に資するところが大きい

と考えられる。

しかし、現実には、情報通信機器やサービスの

多くは専ら健常者・青壮年者の利用を念頭に置い

ており、障害者・高齢者への適切・十分な配慮が

なされていないものが多いため、障害者・高齢者

にとっては、操作がしにくい、サービスの内容が

分かりにくいといった問題点がある。特に、パソ

コンについては、その操作について一定の知識・

技能、すなわち情報リテラシーが必要となるが、

障害者・高齢者がリテラシーを習得するにも適切

な方法が分からない場合も多いと考えられる。

今後、情報化が進み、多くの情報交換・取引・

手続等が情報通信機器・ネットワーク経由で行わ

れるようになればなるほど、また、健常者・青壮

年者が情報通信の利便を享受するようになればな

るほど、障害者・高齢者が一層不利な立場に立た

されることになりかねない。情報通信機器やサー

ビスについて、障害者・高齢者に十分配慮したも

のとし、「情報バリアフリー」な環境としていく

必要がある。

本調査研究は、障害者・高齢者をはじめ、すべ

ての人が情報通信の利便を享受でき、必要な情報

段を講じておくことが重要である。

郵政研究所月報 １９９９．１43



通信手段にアクセスできるという「ユニバーサル

アクセス」を実現するために必要な施策の在り方

を探るために、そのための基礎的な資料を収集す

ることを目的に行ったものである。

１．２ 調査研究の範囲

障害者については、１８歳以上の視覚障害者、聴

覚障害者、音声・言語障害者、及び肢体不自由者

を対象に調査研究を行った。その他の障害者（難

病者、知的障害者、精神障害者、障害児等）につ

いては、今後の検討課題とした。また、高齢者に

ついては、高齢者全般を対象に行った。

１．３ 調査研究の視点

次のような視点から調査研究を行った。

A 障害者・高齢者の情報通信の利用について、

その普及・利用の促進要因、阻害要因となっ

ているのは何か。特に、現在までの生活歴に

よりどのような違いが見られるか。その阻害

要因を除去・軽減するにはどのような方策が

適当と考えられるか。

B 情報通信の利用によって、障害者・高齢者

の生活の質にどのような変化が起こっている

のか。特に、生活の各シーン（場面）ごとに

見た場合、どのような傾向があるのか。

C 障害者・高齢者が情報通信の利用に当たっ

て望んでいること、すなわちニーズにはどの

ようなものがあるのか。そのニーズに応える

には、どのような施策が必要と考えられるか。

D 以上について、障害者・高齢者の年齢、性

別、居住地域（大都市圏、地方都市圏、その

他の市町村）によって、どのような違いがあ

るのか。

E また、頻繁にネットワークを利用している

先進的な障害者・高齢者は、どのようにして

情報リテラシーを獲得したのか。また、現在、

どのようにネットワークを活用しており、ど

のようなニーズを有しているのか。

１．４ 調査方法

障害者・高齢者に対して情報通信の利用に関す

るアンケート調査を実施した。

２．アンケート調査の概要

２．１ 障害者アンケート調査

２．１．１ 調査方法

調査対象者の所属する障害者団体別内訳は図表

２―１に示すとおりである。各障害者団体の１８歳

以上の会員２，７００名を調査対象とした。

調査対象者の属性は、男女別、年齢層別（１８～

３９歳、４０～６４歳、６５歳以上）、地域別（大都市圏＝

東京都区部・大阪市、地方都市圏＝政令指定都市

・県庁所在地、地方市町村圏＝その他）が同割合

となるように選定した。

図表２―１ 調査対象者の所属障害者団体別内訳

障害種別 障害者団体名 内訳 対象者数

視覚障害 （社福）日本盲人会連合 ９００ ９００

聴覚障害、

音声・言語障害

（財）全日本聾唖連盟 ４５６
９００

（社）全日本難聴者・中途失聴者団体連合会 ４４４

肢体不自由
（社福）日本身体障害者団体連合会 ４５６

９００
日本障害者協議会 ４４４

合計 ２，７００
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調査方法は、調査実施機関である（株）CRC総

合研究所から障害者の所属団体を通じてアンケー

ト調査票を郵送又は配付する形式をとった。

調査期間は、１９９８年１月１０日～２月２０日とした。

回答者数は１，４１６、回答率は５２．４％であった。

２．１．２ 回答者の概要

回答者の障害別内訳は図表２―２に示すとおり

である。

障害原因となった事故や発症の時期は、「０～４

歳」が３７．６％、「２０～２９歳」が１１．３％、「１０～１９歳」が

９．５％と、３０歳未満が全体の約6割を占めている。

肢体不自由者の障害の主な理由（複数回答）と

しては、「脊髄損傷」が２０．５％、「脳性麻痺」が１４．５％、

「切断」が１２．２％となっている。

身体障害者手帳の保有状況等は、図表２―３～

図表２―５に示すとおりである。

ほとんどの人（８９．３％）が身体障害者手帳を所

持し、そのうち１級・２級の重度障害者が７３．８％

を占めている。

回答者の男女別内訳は図表２―６、年齢階層別

内訳は図表２―７に示すとおりである。なお、回

答者の平均年齢は５１．４歳である。

日常生活用具のうちコミュニケーション・ツー

ルの使用状況（複数回答）は次のとおりである。

A 視覚障害者

「点字器」６４．３％、「盲人用テープレコーダ

図表２―５ 身体障害者手帳所持者の障害別内訳

障害種別 該当者数（人） １級（％） ２級（％） ３級（％） ４級（％） ５級（％） ６級（％） 不明（％）

視覚障害 ３６１ ６６．５ ２４．１ ３．９ １．４ １．７ ０．８ １．７

聴覚障害 ４６８ １７．７ ５５．６ １０．５ ６．４ ０．６ ８．１ １．１

音声・言語障害 ５５ ５４．５ ２７．３ ５．５ ７．３ １．８ １．８ １．８

咀嚼機能障害 ３ １００．０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

肢体不自由 ５１８ ４０．７ ２１．８ １３．９ １３．９ ５．８ ２．９ １．０

内部障害 ５１ ６６．７ １９．６ ３．９ ０ ３．９ ０ ５．９

図表２―３ 身体障害者手帳等の保有状況

図表２―２ 障害別内訳（複数回答） 図表２―４ 身体障害者手帳所持者の等級別内訳
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男性�
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23.9%
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22.7%

無回答�
6.8%

ー」５４．８％、「盲人用カナタイプライター」２３．

３％、等。

B 聴覚障害者

「補聴器」６５．８％、「聴覚障害者用放送デコ

ーダー」３８．２％、「聴覚障害者用通信装置」３７．

９％、等。

C 音声・言語障害者

「補聴器」４１．８％、「聴覚障害者用通信装

置」３８．２％、「聴覚障害者用放送デコーダー」

２０．０％、等。

D 肢体不自由者

「補聴器」６．１％。他は１％程度。

コミュニケーションの状況では、筆記について

は、「自助具・補助具がなくても書ける」は視覚障

害者では１８．６％と僅かである。聴覚障害者は７５．７

％、音声・言語障害者は６１．８％、肢体不自由者は

７１．５％となっている。

視覚障害者は、「自助具・補助具があれば書け

る」が２４．１％に上る一方、「あっても書けない」が

２３．３％に達している。「あっても書けない」は、聴

覚障害者は３．８％、音声・言語障害者は１０．９％、

肢体不自由者は７．１％である。

発声・発語については、音声・言語障害者は「補

助具や装置がなくてもできる」が３２．７％、「あれば

できる」が９．１％にとどまる一方、「あってもでき

ない」は４０．０％に達している。聴覚障害者も１３．６

％に上っている。

２．２ 高齢者アンケート調査

２．２．１ 調査方法

図表２―８に示す市・区の住民基本台帳から無

作為に抽出した、６５歳以上の男女各２００名、合計１，

２００名を調査対象とした。

調査方法は、障害者アンケート調査同様、調査

実施機関から調査対象者にアンケート調査票を郵

送する形式をとった。

調査期間は、１９９８年１月７日～２月２０日とした。

回答者数は４６５、回答率は３８．８％であった。

２．２．２ 回答者の概要

回答者の地域別内訳は図表２―９、男女別内訳

は図表２―１１に示すとおりである。回答者の平均

年齢は、７４．６歳である。

日常生活の状況では、「きわめて健康」が９．５％、

「普通」が３９．４％、「病気はしないが無理はきかな

い」が２４．３％と、全体の７割が健康であるとして

いる。一方、「病弱」は９．９％、「床につくことが多

い」は４．７％、「寝たきり」は１．９％と、全体の１６．５

％が健康上の問題を抱えている（無回答は１０．３％）。

図表２―６ 男女別内訳

図表２―７ 年齢階層別内訳

図表２―８ 調査対象者の地域別内訳

区 分 対象市名 抽出数

大都市圏 東京都中野区 ４００

地方都市圏 静岡県静岡市 ４００

地方市町村圏 茨城県日立市 ４００

合 計 １，２００
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中野区�
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無回答�
6.5%

女性�

年齢別に見ると、年齢が高くなるほど健康上の問

題を抱えている人の割合が多く、８０歳以上では２８．

７％と４分の１以上に上っている。

身体の不自由状況では、（複数回答）では、「視

力」が３６．６％で最も多く、「記憶力」２７．５％、「足の

動き」２１．１％、「聴力」１７．２％と続いており、年齢

が高くなるほど不自由であるとする割合が高くな

っている。

日常生活用具の使用状況（複数回答）では、「老

眼鏡」が７６．１％と最も多く、次いで、「補聴器」が

２３．０％、「拡大鏡」が１９．６％、等となっている。「補

聴器」は、７５歳未満では２割程度であるが、７５歳

以上では３割に増加している。「老眼鏡」はいずれ

の年齢層も７割台で一定している。

３．日常の情報入手状況

最初に、情報入手方法、不足情報、情報入手阻

害要因といった障害者・高齢者における日常の情

報入手状況について分析する。

３．１ 情報入手方法

まず、情報入手方法（３つまでの複数回答）を

図表３―１に示す。なお、単位は％で、小数点以

下切り捨て（１％未満は０表示）とし、該当者な

しは「－」とした（以下同じ）。

障害者に関しては、次のことが伺える。

A 聴覚障害者（５０％）、音声・言語障害者（３８

％）、肢体不自由者（４０％）にとって「新聞」

が重要な情報源となっており、テレビ（１７～

２７％）を大きく上回る。視覚障害者も１６％と

高い。視覚障害者では、「自治体広報」が６２％

と非常に高く、重要な情報源である（その他

の障害者では２１～３６％）。録音テープ化、点字

化の進展を反映していると考えられる。

B 視覚障害者は「ラジオ」が４１％と高く、音

声情報源でもある「テレビ」も２４％と高い。

一方、聴覚障害者にとっては情報源として

のテレビ（１７％）の位置づけは高くない。テ

レビからの視覚情報は、文字による説明がな

い場合には、音声情報とセットでないと十分

な内容が得られないためとも考えられる。

C 各障害者とも、「障害児者の団体や、親の会、

家族の会」からの情報入手が３３～４９％と高い。

これは、今回の調査が障害者団体の会員を対

象に行ったためと考えられるが、障害者団体

からの情報が団体加入障害者にとって有力な

情報入手手段となっていることが分かる。団

体未加入の障害者も多いことから、障害者団

体加入の有無によって障害者の間に一種の情

報格差が生じている可能性がある。

D 「パソコン通信やインターネット」は、全

体の３％と低く、ほとんど障害者に利用され

ていないことが伺える。ただし、音声・言語

障害者では７％とやや高い。

高齢者に関しては、次のことが伺える。

A 「新聞」が７０％、「テレビ」が６２％と、マス

メディアからの情報入手が非常に多い。ただ

図表２―９ 回答者の地域別内訳

図表２―１０ 男女別内訳
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し、「ラジオ」は１０％と少ない。自治体広報も５

２％と高く、行政情報への関心が高いことが

伺える。年齢層別に見ても、この傾向は変わ

らない。

B 「家族・親戚」が２２％、「友人・知人」が２１

％と、口コミもかなりのウェートを占めてい

る。特に、寝たきりの人では、「家族・親戚」

が５１％と、「新聞」「テレビ」（ともに４８％）を上

回る。

C 「パソコン通信・インターネット」は０．２

％と、ほとんど無関係の様相を示している。

３．２ 不足情報

次に、不足していると感じる情報（複数回答）

を図表３―２に示す。

障害者に関しては、次のことが伺える。

A いずれかの情報が不足していると回答した

人は全体の８割以上で、情報不足感が強い。

B 全体的に見ると、「福祉に関する情報」と「行

政サービスに関する情報」が不足している情

報の双璧をなしている（４５％前後）。「福祉に

関する情報」については、聴覚障害者が５０％、

音声・言語障害者が５２％とやや高い。

C 「知識・教養に関する情報」については、

他の障害者が３３～３７％であるのに対して肢体

不自由者は１５％、また「経済・社会に関する

情報」についても、他が２３～２９％であるのに

対して１２％と、肢体不自由者の知識・教養等

に関する情報不足感は比較的弱い。これは、

肢体不自由者は、障害の性格から、他の障害

者に比較すればマスメディア等の一般的な情

報源の利用が容易なためではないかと推測さ

れる。一方、仕事・行政・福祉情報の不足感

については、他の障害者とあまり差はない。

高齢者に関しては、次のことが伺える。

A 「健康・医療」情報が３４％と最も高く、次

に「福祉」３３％、「行政サービス」３０％と、高

齢者の関心が高いことを反映して、健康・医

療、福祉、行政サービス情報の不足感が強い

ことが伺える。

B 不足情報が「特にない」とする人も２８％と

家
族
・
親
戚

友
人
・
知
人

会
社
・
学
校

医
者

施
設
・
作
業
所
・
福
祉
ホ
ー
ム
等

福
祉
事
務
所
・
保
健
所
等

自
治
体
広
報
・
お
知
ら
せ

民
生
委
員
・
相
談
員
等

障
害
児
者
団
体
・
親
や
家
族
の
会

テ
レ
ビ
・
C
A
T
V

ラ
ジ
オ

新
聞

雑
誌

F
A
X
に
よ
る
新
聞
記
事
検
索

電
話
に
よ
る
新
聞
記
事
情
報
提
供

パ
ソ
コ
ン
通
信
・
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

そ
の
他

ど
こ
か
ら
も
得
る
と
こ
ろ
が
な
い

無
回
答

障害者全体 １，４１６ １４ ３７ ３ ２ ８ ２３ ４０ ４ ４１ ２３ １３ ３８ ６ ０ ０ ３ ４ ０ ４

視覚障害 ３６１ １７ ３６ ５ ０ ５ １７ ６２ ３ ３３ ２４ ４１ １６ ６ ０ １ １ ３ ０ ３

聴覚障害 ４７７ １８ ４３ ２ １ ４ ２５ ２９ ２ ４９ １７ １ ５０ ８ ２ ０ ４ ５ ０ ４

音声・言語障害 ５５ １６ ４１ ３ ― １０ ２９ ２１ １ ４３ ２３ ― ３８ ７ ５ １ ７ ９ ― ５

肢体不自由 ５２３ ８ ３３ ３ ４ １５ ２６ ３６ ６ ４２ ２７ ６ ４０ ５ ０ ０ ３ ３ ０ ４

高 齢 者 ４６５ ２２ ２１ ０ ６ ２ ８ ５２ ３ １ ６２ １０ ７０ ４ ０ ― ０ ０ ０ ３

図表３―１ 情報入手方法（３つまでの複数回答）
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高く、特に「健康」な人では３９％に達してい

る。

３．３ 情報入手阻害要因

最後に、情報入手に関する阻害要因（複数回答）

を図表３―３に示す。

障害者に関しては、次のことが伺える。

A 情報入手の際何らかの困りごとがある人は

全体の７８％とほとんどを占める。肢体不自由

者は７１％と他の障害者（８０～８３％）に比べる

とやや低くなっている。

B 全体では「情報入手方法が限られ情報量が

少ない」との回答が４３％と最も多くなってい

るが、肢体不自由者では２７％と他の障害者の

約半分に留まっている。前述のように、他の

障害者に比較すればマスメディアからの情報

入手が容易なためと考えられる。

C 視覚障害者では、「情報通信機器の購入費用

が高い」が５４％で１位であり、他の障害者が

２５～３８％であるのに対しかなり高い数値を示

している。

D 「通信費が高い」も全体で２６％（４位）と

かなりの数値を示している。障害別では視覚

障害者が２９％と最も高い。

E 「自分が必要とする情報を得るために手助

けしてくれる人がいない・少ない」が１７～３０

％を占め、特に視覚障害者は３０％と高い数値

を示している。情報入手に際しての人的サポ

ートが必要とされていることが分かる。

F 「自分が必要とする情報を得る方法や場所

が分からない」が２３～２９％、「自分が必要とす

る情報を得るために適切な情報通信機器が分

からない」も１０～２１％を示しており、情報入

手手段そのものに関する情報も不足している

ことが分かる。

高齢者に関しては、次のことが伺える。

A 「情報入手方法や場所が分からない」が２２

％、「情報を得るための方法が限られているの

で情報量が少ない」が２１％と１位、２位を占

め、情報入手手段が少ない／分からないこと

への不満が大きい。

B 一方、「情報通信機器の購入費用が高い」は

１５％、「通信費が高い」は１０％と、経済面での

負担を挙げた人は少ない。障害者に比較して、

機器の購入が少ない、通信回数・時間も少な

日
常
生
活
情
報

仕
事

知
識
・
教
養

娯
楽

社
会
参
加
・
仲
間
づ
く
り

行
政
サ
｜
ビ
ス

福
祉

健
康
・
医
療

経
済
・
社
会

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

障害者全体 １，４１６ ３３ ２５ ２７ ２０ ３１ ４４ ４６ ３３ １９ ２ １０ ５

視覚障害 ３６１ ３６ ２４ ３３ ３０ ２９ ４８ ４４ ２７ ２３ １ １０ ４

聴覚障害 ４７７ ４３ ２７ ３７ ２０ ３４ ４２ ５０ ３７ ２５ １３ ６ ６

音声・言語障害 ５５ ４０ ２５ ３６ ２１ ３６ ３６ ５２ ３８ ２９ １ ５ ５

肢体不自由 ５２３ ２４ ２６ １５ １７ ３２ ４５ ４４ ３２ １２ ２ １３ ３

高 齢 者 ４６５ １７ ４ １２ ５ １５ ３０ ３３ ３４ １６ １ ２８ ８

図表３―２ 不足情報（複数回答）
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い、といった可能性も考えられる。

C 阻害要因が「特にない」との回答は、３５％

とかなりの割合になっている。

４．情報通信機器の利用状況

ここでは、固定電話（加入電話）及び固定電話

の付加機能・付加装置の利用状況、固定電話、フ

ァクシミリ、携帯電話・PHS、及び無線呼出しの

不便・不満な点といった障害者・高齢者における

情報通信機器の利用状況について分析する。

４．１ 情報通信機器全般の利用状況

まず、情報通信機器の全体的な利用状況（複数

回答）を図表４―１に示す。

障害者に関しては、次のことが伺える。

A 全体では、固定電話（加入電話）７４％、フ

ァクシミリ４９％、携帯電話・PHS３０％、無線

呼出し（通称：ポケットベル／ページャー／

テレメッセージ）９％、携帯情報端末７％、

等となっている。また、ワープロは通信機能

なしが２０％、通信機能ありが５％、パソコン

では通信機能ありが１１％、通信機能なしが８

％となっている。

「通信利用動向調査」（※）の世帯調査結果

では、携帯電話４６％、PHS15％、ファクシミ

リ２６％、無線呼出し１７％、ワープロ５０％、パ

ソコン２８％となっており、単純に比較すると、

障害者の場合、ファクシミリの利用率が一般

より高く、移動通信機器、ワープロ・パソコ

ンの利用率が低いことになる。

B また、どの通信機器も利用していない人が

４％いることが注目される。回答者は１８歳以

上であることから、何らかの通信需要がある

のが通常と考えられるが、固定電話やファク

シミリ等を含めた通信機器を利用していない

のは、障害の故に通信機器がほとんど利用で

きない、あるいはそれ故に通信する相手がい

ないといった何らかの重大な利用阻害要因が

あるのではないかと推測され、これらのいわ

ば情報通信から阻害されている人たちのコミ

情
報
入
手
方
法
が
限
ら
れ
情
報
量
が
少
な
い

情
報
通
信
機
器
の
購
入
費
用
が
高
い
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が
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情
報
入
手
方
法
・
場
所
が
分
か
ら
な
い

適
切
な
情
報
通
信
機
器
が
分
か
ら
な
い

手
助
け
し
て
く
れ
る
人
が
い
な
い
／
少
な
い

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

障害者全体 １，４１６ ４３ ４０ ２６ ２７ １７ ２２ ２ １３ ８

視覚障害 ３６１ ５２ ５４ ２９ ２３ ２１ ３０ １ １０ ５

聴覚障害 ４７７ ５５ ３８ ２５ ２６ １８ ２３ ３ ９ ７

音声・言語障害 ５５ ５２ ２５ ２０ ２７ １０ ２０ ０ １０ ９

肢体不自由 ５２３ ２７ ３５ ２５ ２９ １６ １７ １ １９ ９

高 齢 者 ４６５ ２１ １５ １０ ２２ １２ １４ ３ ３５ １４

図表３―３ 情報入手阻害要因（複数回答）
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ュニケーション環境の整備が重要と考えられ

る。

C アマチュア無線利用者も４％おり、通信を

趣味として交流範囲を広げていることが注目

される。特に、視覚障害者が７％、肢体不自

由者が６％とやや高い。また、地方市町村圏

６％、地方都市圏５％に対し、大都市圏は３

％とやや少なくなっている。

高齢者に関しては、次のことが伺える。

A 回答者（４６５人）が利用している通信機器

（複数回答）は、固定電話（加入電話）が９２

％（４２９人）と、ほとんどの人が利用してい

る。次いで、ファクシミリが１９％（９０人）、携

帯電話・PHSが９％（４４人）、無線呼出しが３

％（１６人）となっており、固定電話以外の利

用はかなり少ない。

「通信利用動向調査」のファクシミリの世

帯普及率は２６％であるため高齢者はやや少な

い程度であるが、携帯電話（世帯普及率４６％）、

PHS（同１５％）、無線呼出し（同１７％）とい

った移動通信機器の利用はかなり低い状況と

言える。

B 通信機能のあるパソコンは２％、ワープロ

は１％と非常に低い。また、通信機能のない

パソコンは３％、ワープロは８％となってお

り、通信機能ありの回答と考え合わせると、

キーボードに馴染んでいる人は概ね１割程度

と考えられる。

C 「緊急通報装置（無線式ペンダント等）」を

１ 世帯利用率は、平成９年度「通信利用動向調査」結果である。
郵政省が平成９年１０月に実施し、本年３月末日に報道発表した調査で、「通信の利用状況調査」（世帯調査・事業所調査）と「企

業ネットワークの状況」（企業調査）があり、ここでは前者の世帯調査結果を使用。対象は、全国から層化二段抽出法で抽出され
た世帯主年齢２０歳以上の世帯６，４００世帯で、単身世帯を含む。
本調査におけるアンケート結果とは、調査時期が約３か月早いこと（移動通信機器のように急速な伸びを示している場合には

数カ月で普及率が相当に変化する可能性がある。）、「通信利用動向調査」は世帯を対象としているが本調査では障害者又は高齢者
個人を対象としており、世帯で保有する機器であっても障害者・高齢者は利用していない場合があること、等の差異があるので
単純な比較はできないが、大まかな違いをつかむためにこれらの差異を捨象して比較している。
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携
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無
線

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
T
V

緊
急
通
報
装
置

ど
れ
も
使
用
せ
ず

無
回
答

障害者全体 １，４１６ ７４ ４９ ３０ ９ ２０ ５ ８ １１ ７ ４ ０ １ ４ ３

視覚障害 ３６１ ９０ ２０ ３９ ５ １２ ３ １５ ８ ２ ７ ０ １ １ ３

聴覚障害 ４７７ ５０ ８７ ２０ １８ ２４ ４ ４ １４ ９ ０ ０ ０ ２ １

音声・言語障害 ５５ ５０ ８３ ２５ １８ ２３ ５ １ １８ ９ １ ― １ ５ ５

肢体不自由 ５２３ ８５ ３７ ３２ ４ ２３ ６ ７ １１ ７ ６ ― １ ７ ３

高 齢 者 ４６５ ９２ １９ ９ ３ ８ １ ３ ２ ５ ０ ０ ０ ３ １

世帯利用率１ ４，４４３ ２６ ※ １７ ５０ ２８ ３

※ 携帯電話：４６％、PHS：１５％

図表４―１ 情報通信機器の利用状況
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利用している人は僅か０．６％であるが、回答

者のうち一人暮らしの人が１１％に上っている

ことから、緊急通報装置はほとんど普及して

いないと言える。

D なお、「どれも利用していない」とする人は

全体の３％（１６人）である。

４．２ 固定電話（加入電話）の利用状況

次に、固定電話（加入電話）の利用状況につい

て分析する。

障害者の固定電話利用者数は１，０５３人で回答者

全体の７４％を占めている。障害別に見ると、視覚

障害者は９０％（３２７人）、肢体不自由者は８５％（４４５

人）と、極めて高い利用率であるが、聴覚障害者

は５０％（２４１人）、音声・言語障害者も５０％（２８人）

であり、低い利用率となっている。これは、音声

コミュニケーションが困難なためと思われるが、

逆に５０％の利用率があることが注目される。

一方、高齢者の固定電話利用者数は４２９人で、

回答者全体の９２％である。男女別、年齢階層別、

地方別の差はほとんど見られず、固定電話は、幅

広く利用されていることが分かる。

４．３ 固定電話の付加機能・付加装置の利用状況

次に、固定電話利用者における固定電話の付加

機能あるいは付加装置の利用状況を図表４―２に

示す。

障害者に関しては、次のことが伺える。

A 固定電話利用者全体では、「留守番電話」５５

％、「コードレス」４９％、「音量調節」４７％、「ワ

ンタッチダイヤル」４０％等、最近の電話機が

比較的一般に備えている機能が上位を占めて

いる。例えば、留守番電話機能は、電話が鳴

ってもすぐに駆けつけて応答するのが難しい

場合に有用と思われるが、視覚障害者で６３％、

肢体不自由者で５７％と高率を占めており、障

害者・健常者双方にとって便利な機能の一例

と考えられる。

B また、「ハンズフリー」を肢体不自由者の２５

％、「押下ボタン発光・発声」を視覚障害者の

１５％、聴覚障害者の１３％、「発光着信表示」を

音声・言語障害者の２５％、聴覚障害者の２２％、

「手書き文字送受信」を聴覚障害者の６％が

利用しており、それぞれの障害に対応した付

加機能・付加装置が活用されていることが分

かる。
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ワ
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声
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音
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変
換

手
書
き
文
字
送
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信

離
れ
て
ダ
イ
ヤ
ル
可
能

音
声
の
文
字
変
換

テ
レ
ビ
電
話

骨
伝
導
電
話
機

足
・
肘
・
息
で
の
ダ
イ
ヤ
ル

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

障害者全体 １，０５３ ５５ ４９ ４７ ４０ ２４ ２０ １２ １０ ８ ３ ２ １ ０ ０ ０ ２ ９ ５

視覚障害 ３２７ ６３ ５３ ５５ ４９ １２ ２１ １５ ７ １０ ２ ２ ０ ― ― ― ３ ８ ４

聴覚障害 ２４１ ４２ ３０ ４８ ３５ ４５ １０ １３ ２２ ３ ６ ２ ０ １ ０ ― ５ ２ ６

音声・言語障害 ２８ ４２ ２８ ３５ ２８ ５７ １０ ７ ２５ ― ３ ― ― ― ― ― ３ ７ ３

肢体不自由 ４４５ ５７ ５５ ４３ ３８ ２２ ２５ １０ ６ １１ ２ ２ ０ ０ ０ ０ １ １３ ５

高 齢 者 ４２９ ３５ ４３ ３９ ２４ ９ ７ １１ ４ １７ ０ １ ０ ０ ０ ０ １ ２２ ６

図表４―２ 固定電話の付加機能・付加装置の利用状況（複数回答）
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高齢者に関しては、次のことが伺える。

A 「コードレス」が43％で最も多く、以下、

「音量調節」３９％、「留守番電話」３５％、「ワン

タッチダイヤル」２４％等、やはり最近の一般

的な機能が上位を占めている。また、（高齢者

が聞き取りにくい高い音を低い音に変換でき

る）「音質変換」は１７％、「押下ボタン発光・発

声」が１１％、「発光着信表示」４％などとなっ

ている。

B 年齢層別に見ると、「音量調節」では、６５歳

～６９歳が４９％であるのに対して８５歳以上では

３０％、「音質変換」では１９％に対し１１％と、高

い年齢層ほどかえってこのような機能を利用

していないことが伺える。

C また、「特にない」とした人は２２％となって

いるが、年齢層別に見ると８０歳以上が２５％と

最も高い割合を占めており、やはり高年齢層

ほど利用していない。

４．４ 固定電話の不便・不満な点

次に、固定電話利用者における固定電話の不便

な点あるいは不満な点（複数回答）を図表４―３

に示す。

障害者に関しては、次のことが伺える。

A 固定電話使用者の６割が不便・不満な点が

あると回答しており、「通話料が高い」が２６％、

「機器の購入費が高い」が１８％と、経済面で

の不満が最も大きい。機器の機能面では、「障

害に合わせて機能や装置を付加しているが、

十分ではない」が１４％、次いで「機能が多す

ぎる」が１３％、「操作方法が難しい」が８％、

「ボタンが小さくて押しにくい」が６％など

となっている。一方、「特にない」とする人は

23％である。

B 障害別に見ると、視覚障害者では「通話料

が高い」が３３％、「機器の購入費が高い」が２５

％と経済的な不満が他の障害者に比較して高

い数値を示している。また、「機能が多すぎ

通
話
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が
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機
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が
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障
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操
作
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ュ
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ケ
ー
シ
ョ
ン
に
時
間
が
か
か
る

ベ
ル
や
相
手
の
声
が
小
さ
い

ボ
タ
ン
が
小
さ
く
て
押
し
に
く
い

介
助
が
必
要
な
た
め
電
話
の
時
間
が
限
ら
れ
る

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

障害者全体 １，０５３ ２６ １８ １４ １３ ８ ８ ８ ６ ４ ４ ２３ １６

視覚障害 ３２７ ３３ ２５ １１ ２２ １３ ０ ４ ８ ０ ４ ２３ １７

聴覚障害 ２４１ １７ １５ ３６ ８ ３ ２８ ２２ ４ １０ ７ １２ １０

音声・言語障害 ２８ ２５ ７ ２１ ３ ― ３２ １４ ７ ２５ １４ １４ ３

肢体不自由 ４４５ ２７ １５ ８ １０ ７ ２ ３ ４ ４ ３ ２９ １９

高 齢 者 ４２９ １８ ９ ２ １２ ６ ０ ８ ７ ０ ３ ４６ １０

図表４―３ 固定電話の不便・不満な点（複数回答）
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る」の２２％、「操作方法が難しい」の１３％はそ

れぞれ他の障害者の倍以上の数値を示してお

り、音声コミュニケーションが重要な視覚障

害者は電話機の操作が複雑化していることに

対する不満が強い。

C 一方、聴覚障害者、音声・言語障害者では、

「相手とのコミュニケーションをとるのに時

間がかかる」がそれぞれ２８％、３２％、「障害に

合わせて機能や装置を付加しているが十分で

はない」が３６％、２１％と上位を占めており、

音声コミュニケーションにハンディのある聴

覚障害者、音声・言語障害者にとっては電話

機や付加装置が有する機能はまだまだ不十分

であると感じられていることが分かる。

高齢者に関しては、次のことが伺える。

A 「通話料が高い」が１８％と最も多く、また、

「機器の購入費が高い」が９％で３位と、経

済的な不満が上位を占めているが、障害者が

それぞれ２６％、１８％であったのに比較すると

やや低くなっている。

B また、「機能が多すぎる」が１２％、「操作方法

が難しい」が６％となっており、多機能化や

それに伴う操作の複雑化が高齢者にとってか

えって不便と感じられている。

C 「ベルや対話している相手の声が小さい」

（音量調節がない）が８％、「ボタンが小さく

て押しにくい」が７％となっている。ただし、

現在市販されている電話機は概ね音量調節機

能を有していることや、プッシュボタンの大

きい電話機も入手しやすいことから、付加機

能を利用していない人が２２％いたことと考え

合わせると、昔からの電話機を多少不便と思

いながらも買い換えるほどではないと考えて

使い続けている人もいることが伺える。

D なお、不便な点が「特にない」と回答した

人が４６％とほぼ半数を占めている。年齢層別

では、７０～７４歳が５１％で過半数が不便を感じ

ておらず、８５歳以上は４６％、７５～７９歳は４４％、

６５～６９歳は４３％となっている。

４．５ ファクシミリの不便・不満な点

次に、ファクシミリの不便な点あるいは不満な

点について分析する。

障害者に関しては、次のことが伺える。

A ファクシミリ利用者の７割が何らかの不便

な点があると回答している。ファクシミリの

利用率がともに８割を超え、重要な通信手段

となっている聴覚障害者、音声・言語障害者

は、不便な点として「相手とのコミュニケー

ションに時間がかかる」を最上位に上げてい

る（それぞれ４６％、３９％）。文字・図形情報を

紙に記入してから送信するため意思疎通に時

間がかかることへの強いもどかしさが感じら

れる（視覚障害者は８％、肢体不自由者は４

％に留まっている。）。

B 「通話料が高い」については、音声・言語

障害者が３２％、肢体不自由者が２０％、聴覚障

害者が１８％、視覚障害者が１０％と、障害種別

によって料金不満度にかなりの差がある。

C 「インクや用紙などの取り替えがめんど

う」は２６％（視覚障害者）～１０％（音声・言

語障害者）、「障害に合わせて機能や装置を付

加しているが、十分ではない」が２６％（音声

・言語障害者）～１１％（肢体不自由者）等と

なっており、これらの点についても、障害種

別によるばらつきがある。

D また、「特にない」とする人は、肢体不自由

者２９％、視覚障害者２１％、聴覚障害者１６％、

音声・言語障害者１３％の順となっており、フ

ァクシミリが重要な通信機器である障害者ほ

ど、何らかの不満を有していると言える。
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高齢者に関しては、次のことが伺える。

A 不満は「特にない」とする人が３８％で最も

多い。次いで、「インクや用紙の取り替えがめ

んどう」が２０％、「機能が多すぎる」と「機器

の購入費が高い」がともに１６％、「通話料が高

い」が１２％、「操作方法が難しい」が８％とな

っている。経済的な面での不満は障害者に比

較すると多くない。

B また、操作方法についての不満は１割以下

に留まっているほか、「ボタンが小さくて押し

にくい」も僅か２％となっており、利用して

いる高齢者の大半にとっては、ファクシミリ

はそう難しい機器ではないと思われているこ

とが伺える。

４．６ 携帯電話・PHSの不便・不満な点

次に、携帯電話・PHSの不便な点あるいは不満

な点について分析する。

障害者に関しては、次のことが伺える。

A 「通話料が高い」が視覚障害者で７１％等と

各障害者で１位を占め、相当に下がってきた

とは言え料金が割高であると感じている人が

多いことが伺える。

B 視覚障害者では、「ボタンが小さくて押しに

くい」が３９％、「機能が多すぎる」が２９％、「液

晶画面の文字が小さい／見にくい」が２７％

を占め、小型化・多機能化が視覚障害者にと

ってはかえって不便となっていることが分か

る。

C 肢体不自由者も「ボタンが小さくて押しに

くい」と「機能が多すぎる」がともに２２％で

料金に次いで２位、３位となっており、視覚

障害者と同様の傾向を示している。

D 聴覚障害者では、「補聴器でうまく聞けな

い」が３６％で通話料に次いで２位、「着信音が

聞き取りにくい」が２０％で３位となっている。

また、補聴器を使用している人（障害者全体

の２５％）に携帯電話・PHSの普及による補聴

器への雑音混入について尋ねたところ、「感じ

る」が３５％、「感じない」が５９％と、３割以上

の人が影響を受けていると感じている。

E 音声・言語障害者では、「機器の購入費が高

い」が２８％で２位であり、料金と合わせて経

済面での不満が強いが、多機能・液晶画面・

操作方法に対する不満も各１４％を示している。

高齢者に関しては、次のことが伺える。

A 「通話料が高い」が２７％で最も多いが、同

じ経済的な不満でも「機器の費用が高い」は

６％で６位と低くなっている。

B ２位以下では、「ボタンが小さくて押しにく

い」が１８％、「液晶画面の文字が小さい」が１１

％、「補聴器でうまく聞けない」と「機能が多

すぎる」が９％と、やはり小型化・多機能化

に関する不満が現れている。

４．７ 無線呼出しの不便・不満な点

最後に、無線呼出しの不便な点あるいは不満な

点について分析する。

障害者に関しては、次のことが伺える。

A 「利用料が高い」が肢体不自由者で２８％、

聴覚障害者で２６％と、また「機器の購入費が

高い」が音声・言語障害者で３０％と、各障害

者とも経済的な不満が上位を占めている。た

だし、無線呼出しは、通常の契約の場合、受

信者（加入者）側は定額制で、月２０００円程度

からあり、端末も買取りで数千円程度、レン

タルで月５００円程度の負担であり、呼出し側

も１回１０円程度の場合が多い（文字入力代行

サービス等を利用する場合は別に料金が必

要）ことから、料金面への不満は、携帯電話
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・PHSの効用と料金を比較して、無線呼出し

が割高と感じている可能性もある。

B 次いで、「操作方法が難しい」が１３％、「液晶

画面の文字が小さい／見にくい」が１２％と、

携帯電話・PHSと同様、端末の多機能化が障

害者にとってかえって不便となっていること

が伺える。「操作方法」については、家庭の電

話機（プッシュボタン）からの文字メッセー

ジ等の入力が面倒であることも含んでいると

思われる。また、困ったことは「特にない」

とする人は２２％となっている。

高齢者に関しては、次のことが伺える。

A 「ボタンが小さくて押しにくい」が３７％で

１位、次いで、「操作方法が難しい」と「利用

料が高い」が１２％、等となっている。

B 困ったことは「特にない」とする人は３１％

と利用者の約３分の１である。

４．８ 情報通信機器の利用状況のまとめ

前節の分析結果（日常の情報入手状況、コミュ

ニケーション機器・サービスの利用状況）から次

のことが明らかになった。

A 最も基本的な電気通信手段である固定電話

は、幅広く普及しており、付加機能・付加装

置を活用して利用されているが、視覚障害者

や高齢者は多機能化に伴う操作の複雑化が煩

わしいと感じている。一方、聴覚障害者、音

声・言語障害者という音声コミュニケーショ

ンにハンディがある障害者にとっては、現在

の電話機が有している付加機能では、まだま

だ不十分と感じている。

障害種別・程度にあわせた付加機能・付加

装置の一層の開発が望まれる一方、ボタンが

大きく、まごつかないで操作できる最低限の

付加機能のみを備えた電話機も必要である。

B 移動通信機器では、端末の小型化・多機能

化がやはり不便と感じられている。最近では、

ボタンではなく回転ダイヤル操作によるもの、

音声入力が可能なもの等も発売されているの

で、こういった機能の周知や、液晶画面の輝

度の向上等が望まれる。

C 機器の価格面、通話料金に対する不満が多

い。事業者間の競争により長距離料金・移動

通信料金等はかなり低下してきているが、な

お一層の全般的な料金の低廉化が望まれる。

５．情報通信サービスの認知度

続いて、障害者・高齢者を対象とした情報通信

に関するサービスの認知度について分析する。

５．１ 放送サービスの認知度

まず、解説放送・字幕放送・手話放送といった

放送サービスの認知度を図表５―１に示す。

５．１．１ 解説放送の認知度

解説放送とは、音声多重放送の副音声により、

主音声とは別に、登場人物の動き、テレビ画面の

内容等について音声で解説を加えるものである。

障害者における解説放送の認知度は、視覚障害

者では８２％であり、ほとんどの人が知っている。

肢体不自由者は６６％、聴覚障害者は４９％、音声・

言語障害者は４７％となっており、認知度は半分程

度に留まっている。

高齢者では、知っている人は４６％で半数に留ま

っている。高齢者のうち１７０人（３６％）が視力に

不自由を感じているが、そのうち解説放送を知っ

ている人の割合も４３％と半分以下であり、認知度

の向上を図っていく必要があると考えられる。

５．１．２ 字幕放送の認知度

字幕放送とは、テレビの音声等の内容を画面下
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部に表示される文字で説明するものである。受信

には内蔵又は別売のデコーダーが必要となる。

障害者における字幕放送の認知度は、聴覚障害

者では８９％、音声・言語障害者では７８％となって

おり、ほとんどの人が知っている。また、視覚障

害者、肢体不自由者もともに７７％とよく知られて

いる。これは、字幕番組の場合、番組の冒頭でそ

の旨をテロップ文字で説明するのが通常であるた

めと思われる。

高齢者では、知っている人は６１％で半分強であ

る。高齢者のうち８０人（１７％）が聴力に不自由を

感じているが、そのうち字幕放送を知っている人

は５３％と半分程度であり、一層の認知度の向上が

望まれる。

５．１．３ 手話放送の認知度

手話放送とは、テレビの音声等の内容を、画面

内に表示される子画面に登場する手話通訳者が通

訳するものである。

障害者における手話放送の認知度は、聴覚障害

者では８６％、音声・言語障害者では８３％とやはり

認知度が高い。肢体不自由者は８０％、視覚障害者

も７５％という高率になっている。

高齢者では、知っている人は６５％でやはり半分

強である。聴力に不自由を感じる人（８０人）の認

知度も６４％で同程度である。

５．２ 電話番号案内サービスの認知度

次に、電話番号案内サービスの認知度を図表５

―２に示す。

今回は、目や上肢などの不自由な方に無料で電

話の番号案内をするサービス、ファクシミリでの

電話番号案内サービス、通信機能のついたワープ

ロやパソコン等で電話番号を検索できるサービス

を対象とした１。

５．２．１ 無料案内サービスの認知度

目や上肢などの不自由な方に無料で電話の番号

案内をするサービスとは、身体障害者手帳又は戦

傷病者手帳を保有する視力障害、上肢、体幹又は

乳幼児期以前の非進行性の脳病変による運動機能

などのいずれかの障害のある人が、その手帳を持

参してNTT支店・営業所窓口で手続をした場合

に電話番号案内の案内料が無料となるものである。

代理人による申込みも可能で、利用時間は、平日

の午前９時から午後５時までとなっている。

このサービスは、視覚障害者では８５％と、大半

の人が知っているが、知らないとする人も１１％と

図表５―１ 放送サービスの認知度

１ 参考：「あんないジョーズ」の提供開始
A １９９８年５月１日から、プッシュ信号の発信が可能な電話機から、ボタンの押下による文字入力を行うことにより電話番号案
内サービスを受けることが可能となっている。アクセス番号は、０１９０―１０４５５５。

B プッシュボタンの「１」を例にとると、「あ、い、う、え、お、―（長音）」の文字及び「yes」の意味に対応しており、住所
や氏名・名称の文字に該当するボタンを音声ガイダンスに従って順次押下し、読み上げられた内容を確認するという入力方
法であるため、入力にはかなりの手間と時間を擁する。
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１割以上いる。また、肢体不自由者では、「知って

いる」が３５％、「知らない」が５８％と、知らない人

の方が過半数を占めている。視覚障害者の固定電

話の利用率が９０％と極めて高率に上っていること

などを考えると、周知の徹底が望まれる。また、

１９９８年５月１日から、知的障害者及び精神障害者

に対象が拡大されたことから、あわせて周知の徹

底が望まれる。

一方、高齢者で「知っている」人は９％に留ま

っている。

５．２．２ ファクシミリ案内サービスの認知度

ファクシミリでの電話番号案内サービスとは、

自己のファクシミリ番号、問合せ先の住所・氏名

・業種等を記入してNTT（０１２０－０００１０４）にフ

ァクシミリで問い合わせると、ファクシミリで問

合せ先の電話番号を案内してくれるものである。

受付時間は午前９時から午後５時までで、１回に

１５件まで問合せできる。案内料金は通常の料金と

同一となっている。

このサービスは、聴覚障害者、音声・言語障害

者にとって便利であると思われるが、聴覚障害者

の場合「知っている」が３２％、「知らない」が５９％、

音声・言語障害者の場合「知っている」が３４％、「知

らない」が５２％と、認知度はかなり低い。それぞ

れの障害者のファクシミリ利用率が８７％、８３％と

かなりの高率であることを考え合わせると、周知

不足との印象は否めないので、やはり周知の徹底

が望まれる。

一方、高齢者で「知っている」人は１０％に留ま

っている。

５．２．３ 番号検索サービスの認知度

通信機能のついたワープロやパソコン等で電話

番号を検索できるサービスとは、通信機能付きワ

ープロ・パソコンやキャプテンシステムの端末か

らNTTのエンジェルライン（ワープロ等は０１９０

―１０４１０４、キャプテンは１６６―２０１０４）にアクセス

して住所・氏名等を入力すると電話番号情報を引

き出すことができる。３分１０円等の通信料金及び

１件ごとの検索料金１５円が必要となる。

障害者で「知っている」は１４～２４％と各障害者

とも少数に留まっており、「知らない」が６７～７５％

であり、認知度はかなり低い。障害者の通信機能

付きワープロ・パソコンの利用率は現在のところ

少数に留まっているが、今後の情報化の進展に伴

い普及率が向上すると考えられることから、認知

度の向上努力が必要と考えられる。

一方、高齢者で「知っている」人は８％に過ぎ

ない。

５．３ 情報通信サービスの認知度のまとめ

前節の分析結果（放送サービスの認知度、電話

番号案内サービスの認知度）から次のことが明ら

かになった。

A 解説放送・字幕放送・手話放送については、

障害者には比較的よく知られているが、視力

が不自由な高齢者の認知度は半分程度に留ま

図表５―２ 電話番号案内サービスの認知度
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っている。法改正に伴い今後増加すると見込

まれる解説放送・字幕放送が活用されるよう、

一層の認知度の向上が望まれる１。

B 電話番号案内サービスについては、視覚障

害者の無料案内の認知度が８割であるのを除

き、認知度は低い状態に留まっている。直接

の広報手段が電話帳への掲載や料金明細書へ

の同封等に限られているためではないかと考

えられることから、せっかくの制度が活かさ

れるように、周知の徹底が望まれる。

６．パソコン通信・インターネットの利用状況

最後に、障害者・高齢者におけるパソコン通信

・インターネットの利用状況について分析する。

６．１ ワープロ・パソコンの利用状況

ここでは、パソコン通信・インターネットの利

用状況を分析する前に、ワープロ・パソコンの利

用目的、使用開始年齢、操作方法の習得手段、障

害対応機器・装置の使用状況、利用上困っている

点といったワープロ・パソコンの利用状況につい

て分析する。

６．１．１ ワープロ・パソコンの利用状況

まず、ワープロ・パソコンの全体的な利用状況

（複数回答）を図表６―１に示す。

障害者では、ワープロ・パソコンのいずれかを

利用している人は回答者全体の３７％であり、視覚

障害者では３３％とやや低いが、他の障害者では４

割前後の人が利用している。また、１１％の人が通

信機能のあるパソコン、５％の人が通信機能のあ

るワープロを利用している。

年齢層別に見ると、１８～３９歳が１８３人（３４％）、４

０～６４歳が２５１人（４７％）、６５歳以上６９人（１２％）と

なっており、４０歳以上の中高年層の利用が多いこ

とが注目される。

高齢者では、ワープロ又はパソコンのいずれか

を利用している人は回答者全体の１３％に留まって

いる。

７５歳のところで分けて比べると、６５～７４歳の利

用者は４５人で同年齢層の回答者（２３２人）の１９％、

７５歳以上の利用者は１６人で同年齢層の回答者（２０

２人）の７％と、年齢の若い高齢者の方が利用者

が多くなっている。

６．１．２ ワープロ・パソコンの利用目的

次に、ワープロ、パソコンの利用目的（複数回

答）を図表６―２に示す。

障害者では、「趣味」を挙げた人が５６～６９％で、

各障害者とも最も多い。また、視覚障害者（５２％）

と肢体不自由者（４８％）では「仕事」が、聴覚障

害者（４９％）と音声・言語障害者（４３％）では「地

域活動」が２位となっており、これらは他の障害

者でも上位を占めている。

「障害補完」を挙げた人は視覚障害者では４４％

とかなり高い数値を示している。一方、肢体不自

由者は２８％、音声・言語障害者は２６％、聴覚障害

者は１６％に留まっている。

高齢者では、「趣味」が利用者（６５人）の６３％を

占めており、次いで「仕事」が４０％、「地域活動」

１ 参考：放送法の改正
１９９７年放送法が改正され、放送事業者に解説番組及び字幕番組の放送が義務付けられたことから、今後これらの番組が増加す
ることが期待される。また、「身体障害者の利便の増進に資する通信・放送身体障害者利用円滑化事業の推進に関する法律」によ
り、解説番組・字幕番組等の制作業務への補助制度が設けられている。
＜放送法第３条の２第４項＞
放送事業者は、テレビジョン放送による国内放送の放送番組の編集に当たっては、静止し、又は移動する事物の瞬間的影像を

視覚障害者にたいして説明するための音声その他の音響を聴くことができる放送番組及び音声その他の音響を聴覚障害者に対し
て説明するための文字又は図形を見ることができる放送番組をできる限り多く設けるようにしなければない。
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が２１％等となっている。「障害補完」を挙げた人は

４％と少ない。

６．１．３ ワープロ・パソコンの使用開始年齢

ワープロ・パソコンを使い始めた年齢について

は、障害者全体では、２０歳未満１０％、２０～２９歳１９

％、３０～３９歳１９％、４０～４９歳２０％、５０～５９歳１３％、

６０歳以上７％となっており、４０歳以上の年齢にな

ってから使用し始めた人もかなりいることが分か

る。障害種別によって多少のばらつきはあるもの

の、大きな違いはない。

高齢者では、ワープロ・パソコンの普及は比較

的最近であることを反映して、５０～５９歳で始めた

人が２６％で最も多く、６０～６４歳２１％、６５～６９歳１８

％、７０～７４歳６％、７５歳以上４％となっている。

６．１．４ ワープロ・パソコン操作方法の習得手段

次に、ワープロ・パソコンの操作方法の習得手

段（複数回答）を図表６―３に示す。

障害者では、各障害種別とも「独学」が圧倒的

に多く、特に音声・言語障害者では７３％に達して

いる。視覚障害者の場合、「知人から」（４２％）と

「講座等受講」（１８％）が他の障害者に比べて多い

一方、「職場で」（５％）は少なくなっている。

高齢者では、「独学」と「家族から」がともに２６

％で１位となっており、障害者の「家族から」が

図表６―１ ワープロ・パソコンの利用状況（複数回答）

図表６―２ ワープロ・パソコンの利用目的（複数回答）
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９％に留まっていたのと対照的と言える。次いで、

「知人から」が１３％、「職場で」１２％、「講座等受講」

１０％となっており、ワープロ・パソコンの普及が

比較的最近であることを反映して「学校で」はゼ

ロ、「職場で」も極めて少数に留まっている。

使用開始年齢との関係では、６４歳以下で使用開

始した人では「独学で」が４０％に達しているが、

６５歳以上で使用開始した人では２１％と半減してい

る。

６．１．５ ワープロ・パソコンの障害対応機器・装

置の使用状況

次に、障害対応機器・装置の使用状況（複数回

答）を図表６―４に示す。

障害者については、次のことが伺える。

A 障害対応機器・装置の使用は「特にない」

とする人が聴覚障害者の７３％、音声・言語障

害者の６９％、肢体不自由者の６０％を占めてい

る。これらの障害者については、ほとんどの

人が特に障害対応措置を講じないままパソコ

ン・ワープロを使用していることになる。た

だし、適切な障害対応機器等がない／知らな

いために利用していない人は回答者に含まれ

ていないことや、障害対応装置等が高価であ

るために購入をあきらめている人がいる可能

性に留意する必要がある。

B 視覚障害者では「特にない」とする人は１８

％に留まっている反面、何らかの障害対応機

器等を利用している人が大半を占めている。

特に「音声入出力装置」は４８％と半数の人が

利用しており、視覚障害者にとって重要な付

加装置となっている。

C 音声・言語障害者では、「キー入力ソフトウ

ェア」と「キーボードに装置する装置・器具」

がともに８％、「障害の状況に対応したマウ

ス」が４％となっており、肢体不自由者では

「画面の拡大・反転装置」、「キー入力ソフト

ウェア」及び「キーボードに装置する装置・

器具」がともに４％、聴覚障害者では、これ

ら３種類の装置が各２％となっている。

６．１．６ ワープロ・パソコン利用で困っている点

最後に、ワープロ・パソコンの利用で困ってい

る点（複数回答）を図表６―５に示す。

障害者に関しては、次のことが伺える。

A 「マニュアルが分かりにくい」が各障害者

とも最も多く、音声・言語障害者５６％、視覚

障害者５３％、聴覚障害者４６％と半数程度を占

めているが、肢体不自由者では３９％とやや少

なくなっている。また、「操作方法が複雑で分

図表６―３ ワープロ・パソコンの操作方法の習得手段（複数回答）
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かりにくい」が聴覚障害者の４４％を筆頭に、

肢体不自由者３９％（同順１位）、視覚障害者３５

％、音声・言語障害者２６％となっている。健

常者も同様であろうが、機器操作が複雑で、

かつそれを解説した説明書も分かりづらいこ

とが大きな問題である。

B 障害の故に特に困っていると考えられるも

のについては、視覚障害者では、「画面上の文

字が小さい」２１％、「キーボードの表示が小さ

くて見にくい」１６％、「複数キーの同時押下が

難しい」と「画面の色やデザインがわかりに

くい」がともに７％等となっている。聴覚障

害者では「複数キー」が２６％、「文字小さい」

と「マウス」が８％、肢体不自由者では「複

音
声
入
出
力
装
置

点
字
入
出
力
装
置

点
訳
・
点
図
ソ
フ
ト

画
面
拡
大
・
反
転
装
置

キ
ー
入
力
ソ
フ
ト

キ
ー
ボ
ー
ド
に
装
置
す
る
装
置
・
器
具

点
字
デ
ィ
ス
プ
レ
イ

キ
ー
ボ
ー
ド
操
作
用
自
助
具
・
補
助
具

障
害
状
況
に
対
応
し
た
マ
ウ
ス

符
号
化
し
て
入
力
す
る
装
置

大
型
・
小
型
キ
ー
ボ
ー
ド

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

障害者全体 ５３４ １２ ８ ６ ６ ３ ２ ２ １ １ ０ ０ ２ ５５ １９

視覚障害 １１９ ４８ ３３ ２６ １７ ３ ― ８ ― ０ １ ０ ０ １８ １９

聴覚障害 １９５ ０ ― ― ２ ２ ２ ０ ０ １ １ ０ ２ ７３ １７

音声・言語障害 ２３ ４ ― ― ― ８ ８ ― ― ４ ― ― ― ６９ ８

肢体不自由 ２０６ １ ― ― ４ ４ ４ ― ４ ２ ― ― ３ ６０ １９

マ
ニ
ュ
ア
ル
が
分
か
り
に
く
い

操
作
方
法
が
複
雑
で
分
か
り
に
く
い

複
数
キ
ー
の
同
時
押
下
が
難
し
い

画
面
上
の
絵
・
字
が
小
さ
い

キ
ー
ボ
ー
ド
の
表
示
が
小
さ
い

マ
ウ
ス
の
操
作
が
し
に
く
い

画
面
の
色
・
デ
ザ
イ
ン
が
分
か
り
に
く
い

キ
ー
が
小
さ
く
て
押
し
に
く
い

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

障害者全体 ５３４ ４４ ３９ １６ １１ ７ ７ ４ ４ ９ ２１ ８

視覚障害 １１９ ５３ ３５ ７ ２１ １６ ２ ７ １ １７ ９ １３

聴覚障害 １９５ ４６ ４４ ６ ７ ４ ３ ３ １ ８ ２８ ４

音声・言語障害 ２３ ５６ ２６ ２６ ８ ４ ８ ８ ４ ８ １７ ３

肢体不自由 ２０６ ３９ ３９ ３６ １０ ７ １４ ３ ７ ５ ２１ ７

高 齢 者 ６５ ５０ ４３ ２４ １０ ７ ４ ３ １ １０ １０ １６

図表６―４ 障害対応機器・装置の使用状況（複数回答）

図表６―５ ワープロ・パソコンの利用で困っている点（複数回答）
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いずれかを�
使用�

再渇パソコ�
ン通信�

再渇イン�
ターネット�

いずれも利�
用せず�

無回答�
0
10
20
30
40
50
60
70
80 障害者全体�

視覚障害�

聴覚障害�

音声・言語障害�

肢体不自由�

数キー」が３６％、「マウス」が１４％、「文字小さ

い」が１０％等と、なっている。また、音声・

言語障害者では「複数キー」が２６％、「文字小

さい」と「マウス」と「画面のデザイン」が

ともに８％等、となっている。

C また、困っていることが「特にない」とす

る人は、視覚障害者では９％と少ないが、聴

覚障害者は２８％、音声・言語障害者は１７％、

肢体不自由者は２１％となっている。

高齢者に関しては、「使用説明書」が５０％と半数

を占め、「操作方法」４３％、「複数キー」２４％等と、

何らかの不便を感じている人は全体の７２％に達し

ており、「特にない」とする人は１０％に過ぎない。

６．２ パソコン通信・インターネットの利用状況

ここでは、パソコン通信・インターネットの利

用目的、利用内容、使用当初困った（苦労した）

点、現在の不便・不満点といったパソコン通信・

インターネットの利用状況について分析する。

６．２．１ パソコン通信・インターネットの利用状

況

まず、パソコン通信・インターネットの利用状

況（複数回答）を図表６―６に示す。

障害者に関しては、次のことが伺える。

A 回答者全体（１，４１６人）のうちパソコン通

信の利用者は１１３人（８％）、インターネット

の利用者は１１０人（７％）、重複を除いた両者

の合計人数は１５０人（１０％）で、約１割であ

る。

B 視覚障害者でパソコン通信又はインターネ

ットのいずれかを利用している人は６％で、

他の障害者が１０～１６％であることに比べると

やや低い。６．１．１で見た視覚障害者のパソコ

ンの利用率が、「通信機能なし」（１５％）は他の

障害者（１～７％）を上回る一方、「通信機能

あり」（８％）は他の障害者（１１～１８％）を下

回っていることを考えあわせると、視覚障害

者は、パソコン自体は他の障害者と同じ位利

用しているが、他の障害者が通信機器として

も活用しているのに対して、スタンドアロー

ンとしての利用が多いことが分かる。

C インターネットに絞ると、視覚障害者３％、

聴覚障害者１１％、音声・言語障害者１４％、肢

体不自由者８％であり、「通信利用動向調査」

のインターネット利用世帯が６％であること

を考えると、視覚障害者を除いた障害者のイ

ンターネット利用率は平均をやや上回ってい

ると言える。なお、音声・言語障害者につい

ては利用者数が９人と極めて少ないため、以

下文章を省略する。

高齢者に関しては、次のことが伺える。

A パソコン通信又はインターネットのいずれ

図表６―６ パソコン通信・インターネットの利用状況（複数回答）
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必要な�
情報を�
得るた�
め�

楽しみ�
のため�

交流範�
囲を拡�
大する�
ため�

仕事の�
ため�

障害に�
よるハ�
ンディ�
を軽減�

自分の�
意見や�
知識を�
発表す�

その他�無回答�
0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

障害者全体� 視覚障害� 聴覚障害�

音声・言語障害� 肢体不自由�

か又は両方を利用している人は、僅か５人で、

回答者全体（４６５人）の１％に過ぎず、高齢

者にはパソコン通信・インターネットは全く

と言っていいほど普及していないと言える。

うち、パソコン通信利用者は３人、インター

ネット利用者も３人である。

B 「通信利用動向調査」の、世帯主年齢が６０

歳以上の世帯（１，４３４世帯）のパソコン通信

利用率、インターネット利用率はともに３％

程度で、やはり非常に少ない数値となってい

る。なお、サンプル数が極めて少数であるた

め、以下では、高齢者アンケート調査関係の

記述は省略する。

６．２．２ パソコン通信・インターネットの利用目

的

次に、パソコン通信・インターネットいずれか

を利用している人の利用目的（複数回答）を図表

６―７に示す。

各障害者とも「必要な情報を得るため」が７７～

８９％と圧倒的に多く、パソコン通信・インターネ

ットは情報入手手段として活用されていることが

分かる。

次いで、「楽しみのため」、「交流範囲を拡大する

ため」となっており、娯楽やコミュニケーション

のツールとしても重視されている。また、視覚障

害者では、「障害によるハンディを軽減するため」

が４３％と他の障害者よりも多い。

６．２．３ パソコン通信・インターネットの利用内

容

次に、パソコン通信・インターネットの利用内

容（複数回答）を図表６―８に示す。

情報入手手段としての活用を反映して、「情報収

集・検索」が利用者全体の７２％と最も多く、次い

で、「個人的な電子メールの交換」６６％、「ホームペ

ージの閲覧」が５６％となっている。

また、「障害者関連フォーラム・ネット（特定の

ことを話し合う会議室等）への参加」は３３％、「メ

ーリングリストによる交流」が２１％と続いており、

インターネット等が障害者間、障害者～健常者間

の情報交換手段としても活用されていることが伺

える。

図表６―７ パソコン通信・インターネットの利用目的（複数回答）
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情報収�
集・検�
索�

個人的�
メール�

ＨＰ閲�
覧�

障害者�
フォー�
ラム�

ＭＬに�
よる交�
流�

ショッ�
ピング�

ＨＰ作�
成・公�
開�

その他�無回答�
0

10
20

30
40

50
60

70
80

障害者全体�視覚障害�聴覚障害�音声・言語障害�肢体不自由�

６．２．４ パソコン通信・インターネットの使用当

初困った（苦労した）点

次に、パソコン通信・インターネットを使い始

めた当初困った点あるいは苦労した点（複数回

答）を図表６―９に示す。

A 回答者全体で見ると、「通信費が高い」が５３

％と最も高く、「プロバイダーの料金が高い」

が４２％、「機器やソフトウェアが高い」が３９％

と、経済的な負担が不満の上位を独占してお

り、健常者も同様であると考えられるが、パ

ソコン通信・インターネットはある程度の時

間継続して接続することが多いため、通信費

及びプロバイダー料金がかさむことが不満の

種となっている。

B 一方、「相談先がない／分からない」が３２％、

「操作・通信方法の学習機会・方法がない」

図表６―８ パソコン通信・インターネットの利用内容（複数回答）

通
信
費
が
高
い

プ
ロ
バ
イ
ダ
ー
の
料
金
が
高
い

機
器
・
ソ
フ
ト
が
高
い

相
談
先
が
な
い
／
分
か
ら
な
い

操
作
・
通
信
方
法
の
学
習
機
会
・
方
法
が
な
い

ア
ク
セ
ス
方
法
が
分
か
ら
な
い

通
信
ソ
フ
ト
の
イ
ン
ス
ト
ー
ル
方
法
が
分
か
ら
な
い

パ
ソ
コ
ン
の
操
作
方
法
が
分
か
ら
な
い

パ
ソ
コ
ン
の
選
定
・
設
置
方
法
が
分
か
ら
な
い

障
害
に
合
っ
た
機
器
が
な
い

入
出
力
の
た
め
の
自
助
具
・
補
助
具
が
な
い

そ
の
他

特
に
困
っ
た
こ
と
は
な
か
っ
た

無
回
答

障害者全体 １５４ ５３ ４２ ３９ ３２ ２７ ２５ ２０ １７ １６ ５ ３ ８ １３ ３

視覚障害 ２３ ４３ ２６ ４７ ３４ ２６ ３０ ２１ １７ ８ ４ ― ８ ２６ ４

聴覚障害 ６９ ５３ ４２ ３４ ３３ ３３ ２７ ２０ １７ １７ １ ― ７ １３ ２

音声・言語障害 ９ ３３ ２２ ２２ ２２ １１ ― １１ ― １１ ― ― １１ ２２ １１

肢体不自由 ５７ ５７ ４９ ４０ ２８ ２２ １５ １７ １７ １５ ８ ７ ７ １０ ５

図表６―９ パソコン通信・インターネットの使い始めた当初困った（苦労した）点（複数回答）
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が２７％、「パソコン通信やインターネットのア

クセス方法が分からない」が２５％、「通信ソフ

トのインストール方法が分からない」が２０％、

「パソコンの操作方法が分からない」が１７％、

「パソコンの選定、設置方法が分からない」

が１６％となっており、パソコンや通信ソフト

の選定・操作方法についての情報がない／あ

っても難しいことによる戸惑いが大きかった

ことが分かる。

６．２．５ パソコン通信・インターネットの現在の

不便・不満点

最後に、パソコン通信・インターネットの現在、

不便を感じる点あるいは不満を感じる点を図表６

―１０に示す。

A 使い始めた当初と同様に、経済的な不満が

依然として多い。また、「欲しい情報を探すの

が困難」３６％、「つながるまでに時間がかか

る」２７％、「情報が送られてくるまでに時間が

かかる」２４％、「欲しい情報が見あたらない」

１６％と、情報の入手手段として活用されてい

る分、情報入手までの時間や手間がかかるこ

とへの苛立ちが読みとれる。

B また、「設定が複雑」３４％、「使い方が分から

ないときなどに教えてくれる人や場所がな

い」３３％、「英語や専門用語が多くて分かりに

くい」２８％など、利用当初の時期を過ぎても

やはり難しいという印象が払拭されていない

ことが分かる。

６．３ パソコン通信・インターネットの未利用状

況

ここでは、パソコン通信・インターネット未利

用者におけるその認知度、未利用理由、今後の利

用意向、利用条件といったパソコン通信・インタ

ーネットの未利用状況について分析する。

６．３．１ パソコン通信・インターネット未利用者

におけるその認知度

まず、パソコン通信・インターネット未利用者

通
信
費
が
高
い

プ
ロ
バ
イ
ダ
｜
の
料
金
が
高
い

欲
し
い
情
報
を
探
す
の
が
困
難

機
器
・
ソ
フ
ト
が
高
い

設
定
が
複
雑

教
え
て
く
れ
る
人
・
場
所
が
な
い

英
語
・
専
門
用
語
が
多
く
て
分
か
り
に
く
い

繋
が
る
ま
で
に
時
間
が
か
か
る

情
報
が
送
ら
れ
て
く
る
ま
で
に
時
間
が
か
か
る

欲
し
い
情
報
が
見
あ
た
ら
な
い

一
画
面
当
た
り
の
情
報
が
多
く
理
解
し
に
く
い

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

障害者全体 １５４ ５６ ４３ ３６ ３５ ３４ ３３ ２８ ２７ ２４ １６ ６ ７ ６ ２

視覚障害 ２３ ３９ ２６ ４７ ４３ ３９ ３４ ３４ １３ １７ １３ ８ １３ ８ ４

聴覚障害 ６９ ５６ ４３ ３６ ２７ ３１ ３０ ３０ ２９ ２０ １８ ４ ５ ８ ２

音声・言語障害 ９ ４４ ４４ ２２ ２２ ４４ ― ４４ １１ ２２ ２２ ― １１ ― ―

肢体不自由 ５７ ６４ ４９ ２８ ４０ ２８ ３３ ２２ ２８ ２８ １４ ８ ７ ３ １

図表６―１０ パソコン通信・インターネットの現在、不便・不満を感じる点（複数回答）
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におけるその認知度について分析する。

障害者では、パソコン通信やインターネットの

いずれも利用していない人（１，００７人）に、どの

程度知っているかを尋ねたところ、「内容まで知っ

ていた」人は２８％にとどまり、大半（６０％）の人

は「名前だけ知っていた」であり、「知らなかっ

た」は７％となっている。新聞やテレビ等の報道

ででインターネット等の存在は知られていても、

どのようなものであるのかまではあまり知られて

いないことが分かる。障害種別による差はほとん

ど見られない。

高齢者では、パソコン通信・インターネットの

いずれも利用していない人（３８１人）に尋ねたと

ころ、「名前だけ知っていた」が６２％、「内容まで知

っていた」が１０％、「知らなかった」が１８％となっ

ており、内容を知っている人は１割に留まってい

る。男女別では、女性の方が知らないとする割合

が２４％と男性（１３％）の倍近くおり、年齢層別で

は、６５～６９歳（１１２人）で名前も知らない人は７

％であるのに対し、年齢が上がるほど知らない人

の割合が多くなり、８０歳以上では３６％になってい

る。８０歳以上で内容まで知っている人は、１％し

かいない。

６．３．２ パソコン通信・インターネットの未利用

理由

次に、パソコン通信・インターネットを利用し

ていない理由（複数回答）について分析する。

障害者では、パソコン通信やインターネットを

知っているが利用していない人（８９６人）に利用

していない理由を尋ねたところ、「機器の購入費が

高い」が４３％で１位で、このほかにも「通信費が

高い」２８％、「プロバイダーの利用料が高い」１９％

と、費用負担を挙げた人が多いが、「パソコン通信

やインターネットの内容がわからない」が３０％、

「どのような機器やソフトウェアをそろえたらよ

いか分からない」と「機器やソフトウェアの使い

方が分からない」がともに２５％、「どのようなネッ

トワークやパソコン通信サービスの提供会社を利

用すればよいのか分からない」２１％等と、情報不

足を挙げた人も多い。

一方、「障害者向きの内容がない／少ない」を挙

げた人は８％、「障害が理由で機器の操作やソフト

ウェアの利用ができない」は７％であるが、視覚

障害者や音声・言語障害者でこれらの理由を挙げ

た人は１１～１２％、１３～１４％とやや高くなっている。

高齢者では、パソコン通信・インターネットの

内容又は名前を知っているが利用していない人（２

８０人）に利用していない理由を尋ねたところ、「ど

のようなことができるのか分からない」が２３％、

「利用方法を教えてくれる人がいない」が１８％、

「機器の購入費が高い」と「始めるきっかけがつ

かめない」がともに１６％、「機器やソフトウェアの

使い方が分からない」が１５％、等である。「特に理

由はない」とする人も３０％となっている。

６．３．３ パソコン通信・インターネットの今後の

利用意向と利用条件

最後に、今後の利用意向・利用する場合の条件

（複数回答）について分析する。

障害者では、パソコン通信・インターネットの

内容又は名前を知っていた人（未利用者（１，００７

人）の８９％（８９６人））に今後の利用意向を尋ねた

ところ、「すぐにでも利用したい」は６％（５７人）、

「条件が整えば利用したい」が５０％（４５５人）で、

「分からない」と「利用したくない」はともに２４

％（２１９人）であり、条件付きを含め利用したい

とする人が過半数を占めている。

「条件が整えば利用したい」と回答した４５５人

にどのような条件か尋ねたところ、「金銭的な補助

があれば」が６２％と最も多く、費用負担がネック

となっていることが分かる。次いで、「相談や手助
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けしてくれる人や場所があれば」が４８％と人的サ

ポートを望む声が強く、「自分に適した機器やソフ

トウェアがあれば」も４７％と匹敵しており、障害

者向けの機器・装置等がない／知らないこともネ

ックとなっている。

高齢者では、パソコン通信・インターネットの

内容又は名前を知っているが利用していない人

（２８０人）に今後の利用意向を尋ねたところ、「す

ぐにでも利用したい」は僅か０．４％であり、「条件

が整えば利用したい」とする人も２３％に留まって

いる。一方、「利用したくない」人は４０％、「分から

ない」が３０％となっている。

「条件が整えば利用したい」とする人（６５人）

にどのような条件が整えば利用したいかを尋ねた

ところ、「自分に適した機器やソフトウェアがあれ

ば」が４７％で最も多く、次いで、「金銭的な補助が

あれば」が３６％、「使い方を学ぶための場所や機会

があれば」が３５％、「相談や手助けをしてくれる人

や場所があれば」が３２％となっている。

６．４ パソコン通信・インターネットの利用状況

のまとめ

前節の分析結果（ワープロ・パソコンの利用状

況、パソコン通信・インターネットの利用状況、

パソコン通信・インターネットの未利用状況）か

ら次のことが明らかになった。

A 障害者・高齢者のインターネット・パソコ

ン通信の利用率は１割以下で、未利用者のう

ち内容を理解している人も少ない。しかし、

利用している人は、情報入手手段・交流手段

として活用しており、今後の情報化の進展に

伴いネットワーク経由で様々な手続・取引が

行われるようになっていくことを考えると、

少なくとも認知度の向上を図っていくことが

重要であると考えられる。

特に高齢者の場合、家族から操作方法を学

んだ人が多いことから、家族の情報リテラシ

ー向上を含めた人的サポート体制の構築によ

る高齢者の学習機会の増大が望まれる。

B 一方、利用している人も、パソコンの操作

が複雑で分かりにくく、使いにくいと感じて

いるほか、インターネット等も情報の在処が

分かりにくい、反応が遅い、費用がかかると

いった不満を抱いている。利用者に膨大な知

識の保有、画面上からの細かい情報の読み取

り、複雑な操作を要求するのではない、家電

感覚で利用できるような端末・サービスの提

供や、一層の料金低廉化が望まれる。

７．障害者・高齢者に優しい情報通信へ向けて

情報通信機器やシステム、サービス等はあくま

でも生活・企業活動・行政活動等を改善・効率化

等するためのツール（道具）に過ぎない。情報通

信環境が改善・高度化され、普及すれば、それだ

けで障害者・高齢者にかかわる問題が抜本的に解

決されるというような性格のものではなく、過大

な期待は慎むべきである。しかし、一方では、情

報通信はコミュニケーションのツールであること

から、上手に活用すれば、かつそのための支援体

制が十分に構築されれば、障害者・高齢者の生活

の質（QOL）の向上に大きく寄与できる可能性

を有しているものまた事実である。

情報化の進展による利便性の向上を障害者・高

齢者が十分に享受し得る体制を構築することが必

要であり、特に、企業・官公庁等との取引・手続

が情報通信ネットワーク経由で行われるようにな

ればなるほど、障害者・高齢者が取り残されるこ

とのないように、必要な対策を講じていくことが

重要であると考えられる。

誰もがいずれは加齢とともに身体の諸機能が低

下していき、一定の障害がある状態になることも

多く、高齢化の進展とともに、健常者・青壮年者
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が介護を行う場面も増えてこよう。障害者・高齢

者にとって暮らしやすい環境づくりは、健常者や

青壮年者にとっても身近で重要な問題である。同

時に、そのような環境は、健常者・青壮年者にと

っても暮らしやすいものとなる。

前章までの分析結果を踏まえて、障害者・高齢

者にとって優しい情報通信を目指すためには、そ

の前提として障害者・高齢者に優しい情報通信環

境を整備することが必要である。

コミュニケーションの手段、情報入手・発信手

段、意見表明手段である情報通信を、誰もが活用

し、その利便を等しく享受できる環境の構築が重

要であり、今後の高度情報通信社会の到来に向け

て、その重要性は一層高まっていく。

高度情報通信社会の到来は、障害者・高齢者に

とって、

A 交流範囲の拡大、意見発表の場の増加、

SOHO・テレワーク等の形態による就業機会

の増大の可能性といった光の側面

B 情報リテラシー面・機器操作面のハンディ

故に情報通信の利便を十分に享受できず、健

常者・青壮年者層との格差が一層拡大するお

それ、ネットワーク上の詐欺等の被害に遭う

おそれといった影の側面

がある。

前者を促進し、後者を抑制し、誰もが容易に安

心して使える情報通信環境を整備していくことが

非常に重要である。

その具体的な進め方としては、次のようなアプ

ローチが必要であると考えられる。

７．１ 障害者・高齢者の状況・ニーズに合致した

機能・サービスの提供

障害者・高齢者は、基本的な情報通信メディア

である固定電話やテレビ等の利用についてもハン

ディを負っているが、音量調節・音質変換機能、

ハンズフリー機能などの機能や、解説放送・字幕

放送などを利用している人も多い。それぞれの障

害者・高齢者の状況・ニーズにあわせた便利・有

用な機能・サービスの開発・提供を今後も継続し、

少なくとも基本的なメディアは容易に利用できる

ものとしていくことが必要である。

７．２ 機能の簡易化・分かり易いサービスの提供

機器の小型化・多機能化、サービスの複雑化は、

便利になる一方で、特に障害者・高齢者にとって

は、分かりにくく、使いづらいものとなる場合が

多いことから、単機能・大型ボタン・大型画面と

いった機器、分かりやすいサービスの提供も継続

していく必要がある。

また、キーボード操作を減らすなどした、使い

やすい製品・サービスの開発・提供等が望まれる。

７．３ 既存サービスの啓蒙

解説放送・字幕放送については、法改正による

番組増が望まれること、また、電話番号案内サー

ビスにおけるFAX案内等についての認知度が低

いことから、せっかくの番組・サービスが活かさ

れるよう、周知の徹底が望まれる。

７．４ 料金の低廉化

通信料金、プロバイダー利用料の低廉化の要望

が強いことから、競争の進展による一層の料金低

廉化が望まれる。

７．５ インターネット等の学習機会の提供

パソコン通信・インターネット等のパソコンを

通信端末として利用するネットワークについては、

まず、何ができ、どう便利・有用なのか等を知っ

てもらい、認知度を向上することが必要。機器・

サービスに触れてもらえる機会を増やすとともに、

家族・介護者等の情報リテラシーの向上などによ
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る人的サポート体制の構築、テレビや通信ネット

ワーク経由による学習機会の増大などが必要と考

えられる。その際には、情報通信のメリットとと

もにデメリットも正確に伝えることが必要であり、

特に、個人情報漏洩やネットワーク上の詐欺、よ

く理解しないままでの商品発注の未然防止等、セ

キュリティ意識の向上を図っていく必要がある。

７．６ 行政による適切サポート

行政として、関係省庁の連携により、上記の方

策のサポートを行っていく必要がある。その際に

は、ネットワークの利用を促進する一方、ネット

ワークの利用が困難な人等のために、代替手段、

別の選択肢を設けることが必要であり、特に行政

情報の提供や行政手続の実施においては、必ず対

応すべきと考えられる。

８．おわりに

本調査研究では、アンケート調査等に関して大

変多くの障害者の方々、高齢者の方々、そのご家

族の方々、及び関係団体・機関の方々にご協力を

頂いた。この場を借りて厚くお礼を申し上げる。

なお、本稿は１９９８年８月郵政研究所発行の「身

体障害者、高齢者に優しい情報通信の在り方に関

する調査研究報告書」の概要の一部を加筆・修正

したものである。
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